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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期 

第２四半期連結累計期間 
第48期 

第２四半期連結累計期間 
第47期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （千円） 1,413,467 1,694,759 2,836,461 

経常利益 （千円） 281,724 204,071 486,668 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 271,149 164,513 443,000 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 274,054 164,462 447,499 

純資産額 （千円） 1,898,212 2,235,991 2,071,623 

総資産額 （千円） 13,936,133 14,021,125 14,082,438 

１株当たり四半期（当期）純

利益金額 
（円） 8.62 5.23 14.08 

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 13.6 15.9 14.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 288,168 690,504 587,315 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △480,003 △352,980 △637,379 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 199,929 △200,094 99,896 

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高 
（千円） 1,030,454 1,216,446 1,079,015 

 

回次
第47期

第２四半期連結会計期間
第48期

第２四半期連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.20 2.16 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、円高・株安の影響を受けて、企業の景況感や個人消費マイン

ドの低下が見られますが、企業業績や雇用情勢、企業の設備投資計画は比較的堅調を維持しております。一方で、

中国経済減速や新興国経済の停滞等、世界経済の不透明感は続いており、今後の経済環境も予断を許さない状況で

あります。

 当不動産業界におきましては、事業用地不足・建築費の高止まり等により新築マンションの価格については上昇

を続けており、新規供給は前年同期に比べて増加しておりますが、契約率は一時回復したものの前年同期に比べて

低下傾向となっております。また、新築マンションの価格上昇の影響を受けて中古マンションの価格上昇が続いて

おり、供給では売り物件の増加率が成約件数を上回る状況となっております。賃貸オフィスビル市場は、大阪主要

エリアでの空室率は５～６％台を維持しており、オフィス需要は堅調に推移するものと思われます。

 このような状況のもと、当社グループは各事業において、以下のような取り組みを行いました。

 不動産賃貸事業においては、賃貸中の区分所有マンションの取得による賃貸収益の拡大と、既存保有物件の売却

等による資産ポートフォリオの見直し、資産全体の収益効率の改善に努めました。

 販売代理・仲介事業においては、仲介店舗ネットワークを駆使し、京阪神地域における地元密着型の積極的な営

業活動を行いました。

 不動産管理事業においては、物件オーナー様との積極的なコミュニケーション機会創出により、管理物件数の拡

大に努めました。

 不動産販売事業においては、仲介事業・不動産管理事業における独自の情報網を活用し、中古物件の買取りを行

いました。また、顧客ターゲットにあわせたリフォーム・リノベーションを施し、付加価値の高い物件の販売を実

施いたしました。 

 その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高16億94百万円（前年同期比19.9％増）、営業利益２億37百万円

（前年同期比27.0％減）、経常利益２億４百万円（前年同期比27.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益１

億64百万円（前年同期比39.3％減）となりました。

 

 セグメントの業績は次のとおりであります。

〔不動産賃貸事業〕 

不動産賃貸事業におきましては、前連結会計年度以降、新たに取得した賃貸物件による増収等があったものの、

東神戸センタービル（神戸市東灘区）の入居テナントの利用状況に変動があったことから、売上高は６億60百万円

（前年同期比3.5％減）、営業利益は２億76百万円（前年同期比10.9％減）となりました。 

〔販売代理・仲介事業〕 

販売代理・仲介事業におきましては、売買仲介部門の取扱件数減少により、売上高は３億７百万円（前年同期比

8.0％減）、営業損失は３百万円（前年同期は営業利益70百万円）となりました。 

〔不動産管理事業〕 

不動産管理事業におきましては、営業努力により管理物件の入居率は上昇しており、売上高は１億13百万円（前

年同期比1.3％増）、営業利益は18百万円（前年同期比1.1％減）となりました。 

〔不動産販売事業〕 

不動産販売事業におきましては、大型物件の売却があったことに加えて販売戸数が増加したことから、売上高は

５億23百万円（前年同期比128.9％増）、営業利益は63百万円（前年同期比173.7％増）となりました。 
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〔その他の事業〕 

その他の事業におきましては、リフォーム工事収入等が計上されたことから、売上高は90百万円（前年同期比

65.6％増）、営業利益は17百万円（前年同期比2.3％減）となりました。 

 

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産残高は140億21百万円（前連結会計年度末比61百万円減）となりました。

流動資産は、販売用不動産の売却等により16億41百万円（同２億58百万円減）、固定資産は、賃貸事業用不動産の

取得等により123億79百万円（同１億97百万円増）となりました。

負債につきましては、流動負債が短期借入金の返済等により73億47百万円（同１億46百万円減）、固定負債が長

期借入金の返済等により44億37百万円（同79百万円減）となりました。

また、純資産は親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により22億35百万円（同１億64百万円増）となり、

その結果、自己資本比率は15.9％（同1.2ポイント増）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ１億37百万円増加し、12億16百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況及びこれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、６億90百万円（前年同期比４億２百万円の増加）となりました。これは、主に

税金等調整前四半期純利益１億88百万円の計上、たな卸資産の減少３億56百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、３億52百万円（前年同期比１億27百万円の減少）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出３億80百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、２億円（前年同期に得られた資金は１億99百万円）となりました。これは、主

に短期借入金の返済による支出１億円及び長期借入金の返済による支出１億円があったことによるものでありま

す。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

 該当事項はありません。

 

- 4 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年11月２日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,513,000 31,513,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 31,513,000 31,513,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 31,513,000 － 3,405,000 － 405,000
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

森トラスト株式会社 東京都港区虎ノ門二丁目３番17号 20,360 64.61 

関西電力株式会社 大阪市北区中之島三丁目６番16号 2,252 7.15 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,120 3.55 

戸 谷 康 信 名古屋市昭和区 354 1.12 

株式会社ワカタケ 大阪市生野区林寺四丁目８番８号 227 0.72 

タカラ興産株式会社 大阪市中央区南新町二丁目４番14号 217 0.69 

出 口 三 郎 長野県松本市 206 0.65 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 168 0.53 

マネックス証券株式会社 東京都千代田区麹町二丁目４番１号 159 0.50 

大 森 昌 太 郎 愛知県丹羽郡大口町 158 0.50 

計 － 25,221 80.04 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   40,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,407,000 31,407 －

単元未満株式 普通株式   66,000 － －

発行済株式総数 31,513,000 － －

総株主の議決権 － 31,407 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。  

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式636株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

アーバンライフ株式会社
神戸市東灘区本山南

町八丁目６番26号
40,000 － 40,000 0.13

計 － 40,000 － 40,000 0.13

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,179,015 1,316,446 

受取手形及び売掛金 181,883 123,090 

販売用不動産 417,158 82,859 

繰延税金資産 80,054 77,499 

その他 45,356 44,633 

貸倒引当金 △3,267 △3,233 

流動資産合計 1,900,201 1,641,297 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,452,571 5,511,914 

土地 6,050,207 6,193,131 

その他（純額） 50,251 46,098 

有形固定資産合計 11,553,030 11,751,144 

無形固定資産    

借地権 243,286 243,286 

その他 21,802 20,552 

無形固定資産合計 265,088 263,839 

投資その他の資産    

投資有価証券 200,231 200,157 

繰延税金資産 4,785 4,846 

その他 ※１ 159,099 ※１ 159,841 

投資その他の資産合計 364,117 364,845 

固定資産合計 12,182,236 12,379,828 

資産合計 14,082,438 14,021,125 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 75,364 76,022 

短期借入金 6,750,000 6,650,000 

未払法人税等 54,618 32,368 

前受金 285,689 282,320 

預り金 196,178 215,567 

賞与引当金 2,625 4,230 

その他 129,175 86,747 

流動負債合計 7,493,653 7,347,256 

固定負債    

長期借入金 3,850,000 3,750,000 

退職給付に係る負債 249,169 260,336 

その他 417,992 427,541 

固定負債合計 4,517,161 4,437,877 

負債合計 12,010,814 11,785,133 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,405,000 3,405,000 

資本剰余金 712,546 712,546 

利益剰余金 △2,039,143 △1,874,630 

自己株式 △7,714 △7,808 

株主資本合計 2,070,689 2,235,108 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 934 883 

その他の包括利益累計額合計 934 883 

純資産合計 2,071,623 2,235,991 

負債純資産合計 14,082,438 14,021,125 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 1,413,467 1,694,759 

売上原価 567,391 864,855 

売上総利益 846,076 829,903 

販売費及び一般管理費 ※１ 521,130 ※１ 592,664 

営業利益 324,945 237,239 

営業外収益    

受取利息 1,102 980 

受取賃貸料 3,144 2,762 

その他 1,777 1,128 

営業外収益合計 6,025 4,871 

営業外費用    

支払利息 47,714 36,800 

その他 1,531 1,239 

営業外費用合計 49,246 38,040 

経常利益 281,724 204,071 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 24,907 ※２ 378 

特別利益合計 24,907 378 

特別損失    

固定資産売却損 － ※３ 3,191 

減損損失 － 12,954 

特別損失合計 － 16,145 

税金等調整前四半期純利益 306,632 188,303 

法人税、住民税及び事業税 33,919 21,274 

法人税等調整額 1,563 2,515 

法人税等合計 35,482 23,790 

四半期純利益 271,149 164,513 

親会社株主に帰属する四半期純利益 271,149 164,513 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 271,149 164,513 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2 △50 

退職給付に係る調整額 2,907 － 

その他の包括利益合計 2,905 △50 

四半期包括利益 274,054 164,462 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 274,054 164,462 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 306,632 188,303 

減価償却費 89,481 95,598 

減損損失 － 12,954 

賞与引当金の増減額（△は減少） 204 1,604 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 33 △34 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12,279 11,167 

受取利息及び受取配当金 △1,102 △980 

支払利息 47,714 36,800 

固定資産売却損益（△は益） △24,907 2,813 

売上債権の増減額（△は増加） 18,771 58,792 

たな卸資産の増減額（△は増加） △96,160 356,247 

仕入債務の増減額（△は減少） △7,822 657 

預り金の増減額（△は減少） △13,220 19,389 

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 41,446 9,548 

その他 △12,761 △19,492 

小計 360,587 773,370 

利息及び配当金の受取額 1,104 982 

利息の支払額 △47,717 △36,801 

法人税等の支払額 △25,806 △47,046 

営業活動によるキャッシュ・フロー 288,168 690,504 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000 

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000 

有形固定資産の取得による支出 △726,884 △380,402 

有形固定資産の売却による収入 246,880 27,422 

投資活動によるキャッシュ・フロー △480,003 △352,980 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △100,000 

長期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000 

その他 △70 △94 

財務活動によるキャッシュ・フロー 199,929 △200,094 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,093 137,430 

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,360 1,079,015 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,030,454 ※ 1,216,446 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 連結子会社において、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更により、損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

投資その他の資産 

 その他（長期滞留債権） 
118千円 118千円 

 

２ 当社は、資金調達の機動性と安定性を高め、資金効率の向上、金融費用の軽減を図るため、親会社と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。なお、契約の締結先は前連結会計年度までは森トラスト株式会社であ

りましたが、第１四半期連結会計期間において、株式会社森トラスト・ホールディングスが当契約の地位を承

継しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

貸出コミットメント総額 6,550,000千円 6,450,000千円

借入実行残高 6,550,000 6,450,000

差引額 － －
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（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

広告宣伝費 38,847千円 50,693千円 

従業員給料 264,552 285,475 

賞与引当金繰入額 2,625 4,230 

退職給付費用 13,325 11,167 

賃借料 20,611 22,778 

業務委託費 25,148 25,682 

 

※２ 固定資産売却益

 前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において、賃貸事業用不動産である住居等の売

却に伴う建物及び構築物、土地の固定資産売却益を計上しました。

 

 

※３ 固定資産売却損

 当第２四半期連結累計期間において、厚生施設の売却に伴う建物及び構築物、土地の固定資産売却損を計

上しました。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

現金及び預金 1,130,454千円 1,316,446千円

預入期間が３カ月超の定期預金 △100,000 △100,000

現金及び現金同等物 1,030,454 1,216,446

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１. 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１. 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間 （自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２   不動産賃貸 

販売代理・
仲介 

不動産管理 不動産販売 その他 計 

売上高                

外部顧客への売上高 683,910 334,368 112,251 228,545 54,391 1,413,467 － 1,413,467 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
3,880 5,275 15,579 － 8,100 32,835 △32,835 － 

計 687,791 339,644 127,830 228,545 62,491 1,446,303 △32,835 1,413,467 

セグメント利益 310,039 70,733 18,330 23,091 17,836 440,031 △115,085 324,945 

(注)１．セグメント利益の調整額△115,085千円には、セグメント間取引消去△3,928千円、各報告セグメント

に帰属しない全社費用△111,156千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理費

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間 （自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２   不動産賃貸 

販売代理・
仲介 

不動産管理 不動産販売 その他 計 

売上高                

外部顧客への売上高 660,313 307,624 113,695 523,053 90,072 1,694,759 － 1,694,759 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
4,008 4,110 14,817 － 16,340 39,276 △39,276 － 

計 664,321 311,735 128,512 523,053 106,412 1,734,035 △39,276 1,694,759 

セグメント利益又は損失

（△） 
276,294 △3,944 18,133 63,199 17,419 371,102 △133,862 237,239 

(注)１．セグメント利益の調整額△133,862千円には、セグメント間取引消去1,289千円、各報告セグメントに

帰属しない全社費用△135,152千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理費で

あります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円62銭 5円23銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
271,149 164,513

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
271,149 164,513

普通株式の期中平均株式数（株） 31,473,890 31,473,181

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月１日

アーバンライフ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 浅  井  愁  星  印 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 山  口  義  敬  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアーバンライフ

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アーバンライフ株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成28年11月２日

【会社名】 アーバンライフ株式会社

【英訳名】 URBAN LIFE Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  許 斐 信 男

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区本山南町八丁目６番26号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長許斐信男は、当社の第48期第２四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 該当事項はありません。
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